



経済研究所 / Institute of Developing











































                                                   















調査を行った。4日間で訪問できた商店の数 182軒である（表 1）。 
    表 1 
場所 軒数 
ヴィエンチャン県ヴァンヴィエン郡 13号線沿い商店 1 
ヴィエンチャン県ヴァンヴィエン郡市場 5 
ヴィエンチャン県カーシー郡市場 6 
同県カーシー郡 4号線沿い商店 2 
ルアンパバーン県ナーン郡 4号線沿い商店 4 
同県シェングーン郡 4号線と 13号線沿いの合流地点の商店 4 
同県パークウー郡 13号線沿い商店 8 
同県ナムバーク郡 13号線沿い商店 13 
ウドムサイ県サイ郡 13号線沿い商店 7 
同県サイ郡 L市場 6 
同県サイ郡 L市場場外商店 5 
同県サイ郡NM市場 10 
同県サイ郡 2W号線沿い商店 1 
同県ベーン郡 2W号 線沿い商店 7 
同県ベーン郡市場 10 
同県フン郡 2W号 線沿い商店 20 
同県フン郡 C市場 7 
同県フン郡 L市場 6 
同県パークベーン郡市場 5 
同県パークベーン郡中心地の商店 5 
同県パークベーン郡 2W号線沿い（パークベーン橋）商店 3 
同県パークベーン郡 2W号線沿い商店 3 
ルアンパバーン県ルアンパバーン郡 PS市場 41 
同県同郡 D市場 3 
合計 182 
   （出所）筆者作成。 
 





































すぎて好きではなく家族も食べないので 1缶 5000キープで売っている。 
  
 http://www.ide.go.jp 






















ケース 5（ウドムサイ県フン郡 C村の商店）：3缶販売していた。価格は 1缶 5000キープ。子ど









































ケース 11（ウドムサイ県サイ郡 L 市場の商店）：缶詰が郊外の小学校で配られていることを知っ
ているが詳細は把握していない。 
 http://www.ide.go.jp 
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10 
缶詰があまりおいしくないと指摘する人が多く、配布されたものの食べずに販売するか、子ど
もたちが商店でお菓子と交換するケースもあった。上述した以外の村人でも、タイの缶詰（1 缶
5000キープ）の方が美味しいのでみんなそちらを食べるという人が多かった。 
 
 援助品が本来の目的から外れ販売されることはラオスに限らず途上国ではよくある。したがっ
て、ラオスで日本支援の缶詰が市場で売られていたことについて特に驚きはない。ラオスで活動
する日本の方々からも、「だいぶ前だが日本が支援したコメがシェンクアンの市場で売られていた」
「日本支援のコメがサムヌアの市場で売られていたのをみたことがある」「以前、日本が支援した
農薬がヴィエンチャンの市場で売られていた」「北部のある地域で村長の家でご飯を食べていたら
援助機関支援の缶詰や食糧がでてきた」「子どもの栄養食として配られているピーナッツバターみ
たいなものは食べられずに捨てられている」という話を聞いた。したがって今回の缶詰の横流れ
の可能性は決して特別なケースではないだろう。 
 今回筆者がまわった 182軒という数は多いかもしれないが、ラオスの市場や道路沿いに存在す
る商店の数からすればほんの僅かである。したがってさらに多くの商店で缶詰が売られていると
考えるのが妥当だろう。また筆者が今回調査を行った場所は幹線道路沿いであり、南部のセコー
ン、サラワンの奥地、ポンサリーやルアンナムターの貧困地域よりは比較的豊かな地域である。
そこでもこのように販売され、郡の大きな市場にも大量に出回っているため、山岳貧困地域では
村長や教師が缶詰を横流しし現金化している可能性はさらに高いのではないだろうか。そして冒
頭の関係者が販売されているのは初耳というように、WFPなど本缶詰に携わる機関は実態を把握
していないと考えられる。 
 ちなみに日本が生産し、WFPを通じてラオスで援助品として配布された缶詰は、ラオス人では
なく日本人である筆者の食卓に届き美味しくいただいた。日本人の口には合うようである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本稿の内容及び意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意見を示すものではありませ
ん。 
